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税制改正の大綱（抄）等 
 



令和 3 年 11 月 18 日協同労働推進議員連盟総会にて了承（※） 

労働者協同組合法の一部改正について（案） 

 

 

 以下の規制等を及ぼす新しい類型の労働者協同組合を

設けるものとすること。 

・剰余金の配当を行わないこと。 

・組合員への残余財産の分配は出資額を限度とするととも

に、最終的に処分されない財産は国庫に帰属すること。 

 

 

 

 

 

 

※ 協同労働推進議員連盟 

労働者協同組合法に基づく労働者協同組合の設立・移行を支援するととも

にその活動をサポートすることを目的とする超党派の議員連盟であり、田

村憲久議員（自民）及び篠原孝議員(立民)が共同代表を務めている 

 

 



令和 3年 11月 18日協同労働推進議員連盟総会にて了承 

決
議
（案
） 

 
労
働
者
協
同
組
合
法
は
、
令
和
四
年
十
月
一
日
に
施
行
さ
れ
る

が
、
労
働
者
協
同
組
合
に
よ
り
、
多
様
な
就
労
の
機
会
を
創
出
す
る

と
と
も
に
、
地
域
に
お
け
る
様
々
な
需
要
に
応
じ
た
事
業
を
行
う
こ

と
で
、
地
域
の
問
題
を
解
決
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。 

労
働
者
協
同
組
合
法
の
か
か
る
趣
旨
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
、
政
府

に
対
し
て
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
の
特
段
の
配
慮
を
求
め
る
。 

 ○ 

労
働
者
協
同
組
合
が
、
地
域
の
問
題
解
決
に
対
し
て
十
分
に
活

躍
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
税
制
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。 

 

協
同
労
働
推
進
議
員
連
盟
の
総
意
に
基
づ
き
、
右
決
議
す
る
。 

 

令
和
三
年
十
一
月
十
八
日 

 

協
同
労
働
推
進
議
員
連
盟 

 



令和４年度税制改正大綱（与党決定）

三 法人課税
９ その他（国税）


